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１．年頭のあいさつ

明けましておめでとうございます。

皆様方には輝かしい新春をお迎えのことと心からお祝い

申し上げます。

平素より佐賀県農業会議の運営に対しましては、ご理解

とご協力をいただき、深く感謝を申し上げます。

戦後の激動期に発足した農業委員会系統組織も、早や60

有余年の時が経過いたしました。この間、農地法をはじめ

農地制度の適正な執行にあたるとともに、農地の利用集積

や担い手の育成に取り組んで参りました。

この度、政府の｢農業水産業地域活力創造プラン｣の下に、昨年9月には「農業

委員会等に関する法律」が改正され、農業委員の選任方法の見直しと共に、その

主たる使命である農地利用の最適化を果たしていくため、「農地利用最適化推進

委員」制度が新設されました。

佐賀県においては、本年4月1日から神埼市、吉野ヶ里町、鹿島市が新制度に移

行し、県内全市町が新制度に移行するのは、2年半後の平成30年7月末となります。

佐賀県農業会議は、昨年12月の臨時総会決議を経て、現在1ヶ月間の組織変更

公告を行っているところです。これから、3月までの短期間に一般社団法人とし

ての各種規約等の制定や県知事指定、登記の必要がありますが、発足までの間、

皆様のご協力をお願いします。

さて、戦後の農業の発展に寄与して参りました農業委員会の組織も改変される

こととなりますが、佐賀県農業会議も制度改正を新たなる契機として、新しい時

代に相応しい、農業・農村を実現するため、全力を傾注していく所存であります。

かけがえのない農地を未来の世代に引き継ぐためにも、大自然への畏敬と、そ

の恵みへの感謝の念を忘れずに、今年も良い年でありますことを祈念いたしまし

て、新年のご挨拶といたします。



２．農業者年金加入推進セミナ－及び全国農業委員会
会長代表者集会に本県から２３人が参加

平成２７年１２月２日東京都内

のホテルにおいて、平成２７年度

「農業者年金加入推進セミナー」

が開催され、受給者組織代表や農

業委員会会長など約７００人が参

加。主催者の全国農業者年金連絡

協議会二田孝治世話人代表が、第

３期中期目標（全国で４，５００

人確保）の達成に向け、加入推進

活動の更なる協力を求めました。

加入推進活事例報告では、北海道のＪＡ忠類、山形県鶴岡市農業委員会会長、

鹿児島県指宿市の加入推進部長がそれぞれの立場で、功を奏している加入推進

の方法を披露されました。中でも、北海道のＪＡ忠類は、農業者年金の担当部

署を金融部から農家の経営指導等に直接関わる「営農部経営課」に移したこと

で、個々の収支状況を把握したタイムリー（後継者の就農、結婚等）な加入推

進ができたことを報告。

本県においては、２５年度から３ヵ年で２１６人の新規加入目標に対し、

１１月末現在で１７４人。農業者年金の加入推進は「地域を担う農家の育成」。

農業委員の重要な任務です。３ヵ年も残り２ヵ月半、農業委員各位の周囲を見

回し、最後の一頑張りをお願いしたいものです。

翌３日には、日比谷公会堂において｢代表者集会｣が開かれ、約１，５００人

が集まりました。農業委員会法の改正やＴＰＰ大筋合意と関連政策大綱の決定

を踏まえての開催となった今回、荒れた２６年度の同集会や夏の会長大会と異

なり、改正法施行を４カ月後に控え、５年後１０年後を見据え、農業委員会と

して目に見える活動実績を確保していくため、「農地利用の最適化やＴＰＰ関

連」など、申し合わせと要請４議案が満場一致で決議されました。

申し合わせでは、(1)農地利用の最適化に向けた取り組み強化、(2)新たな「情
報提供活動」の構築。要請決議では、農業・農村の再構築に向けた基本農政の

確立と施策の推進。具体的には、①農地制度の実効性の確保、②経営所得安定

対策等経営対策の強化、③活力ある地域振興に向けた対策の強化、④食の充実

と安全・安心対策の推進、国産農産物の輸出促進、⑤消費税引き上げに伴う納

税環境の整備、⑥東日本大震災・原発事故への万全な対応、⑦農業委員会系統

組織の体制と機能強化。さらにＴＰＰ交渉の大筋合意を踏まえた要請が決議さ

れました。

本県においては、同日、参加者２３人を２班に分け、地元選出国会議員に対

し、上記の要請決議内容に各地域の状況及び農業者との意見交換会で汲み上げ

た意見等を加え、要請を行いました。



３．臨時総会で組織変更計画を了承～４月から一般社団化～

１２月１０日、佐賀市で農業会議臨時総会を開催し、佐賀県農業会議「組織変更計画

（案）」（非営利型一般社団法人佐賀県農業会議定款（案））について審議し、了承され

ました。

当会議は、「農業委員会等に関する法律」に基づき昭和２９年に設立した県知事の認

可法人として、これまで農業委員会系統の県段階の組織として活動してきましたが、今

回の法改正に伴い、農業委員会の支援組織としての機能を強化するため、一般社団法人

佐賀県農業会議として「農業委員会ネットワーク機構」の指定を受ける予定です。

組織変更後は、現在の会議員である農業委員会会長や農業関係団体等に加え、賛助員

である市町を明確にするため、普通会員としての構成としました。

今後、公告や県への農業委員会ネットワーク機構の指定手続き等を経て、平成２８年

４月１日から「一般社団法人佐賀県農業会議」となります。

総会終了後、「改正農業委員会法の施行と今後の組織対応について」をテーマに研修

会を実施し、全国農業会議所事務局長代理の稲垣照哉氏は、今回の法改正は、”５年後、

１０年後の地域の農地利用をどうするか”を主眼に、農地等の利用の最適化の推進に取

り組む体制を強化するためのものであり、農地利用最適化推進委員を設置し、農業・農

村の現状を踏まえ、「人・農地プラン」の見直しなど地域農業者等の話合いを深めると

ともに、農地利用の最適化に積極的に取り組むことこそが新農業委員会の役割であると

強調されました。

４．農業施策に関する要請書を県へ提出

１１月３０日､県農業会議の坂井

会長と貝原副会長は、県下全市町、

１,５７４人にのぼる地域農業者と

農業委員との意見交換により集約さ

れた農業施策に関する下記の事項に

ついて、今後の農政に反映するため、

古賀県生産振興部長に要請しまし

た。

古賀部長は「国に要請するものは

要請し、県内施策に関してはしっか

り検討していきたい。」と回答され、

その後、農業委員会法改正などにつ

いて意見を交換しました。

要請の内容は次のとおりです。
１．農業委員会法改正への対応 ７．担い手対策の充実等

２．ＴＰＰ協定交渉への対応 ８．鳥獣害対策の充実・強化

３．農地中間管理事業の推進 ９．農業における燃油価格高騰対策の強化

４．耕作放棄地対策の充実・強化 10．共同乾燥施設の運営に係る助成等

５．人・農地プラン関連対策 11．農業委員会の体制整備と交付金等予算の確保

６．経営所得安定対策等 12．農業会議の運営基盤の安定確保措置



５．農地法に定められた利用状況調査の実施について

平成２７年１２月１４日から１８日にかけ、県内２０市町農業委員会のうち４市町

農業委員会において、会計実地検査(農林水産第１課)が行われ、特に遊休農地関係を

中心に検査されました。その中で、農業委員会が本来実施しなければならない農地法

に定められた「利用状況調査」及び「利用意向調査」が適正に行われていないと厳し

い指摘を受けました。

農地法３０条では「農業委員会は、毎年１回、その区域内にある農地の利用の状況

についての調査を行わなければならない。」となっており、優良農地の確保、農地の

利用集積を図るうえでは、管内の農地の状況を適確に把握することが極めて重要であ

り、農業委員会で利用状況調査実施要領等を作成され、確実に取り組んでいただきま

すようお願いします。

なお、今後、他県での検査状況等を踏まえ、農水省がどのような動きを見せるのか、

さらに、どのような指導があるかを注視しなければなりません。

改正農地法に基づく遊休農地に関する措置の概要

利用状況調査 → 毎年１回、農地の利用状況を調査

《遊休農地》

・１年以上耕作されておらず、かつ、今後も耕作される見込みがない

・周辺地域の農地と比較して、利用の程度が著しく劣っている

利用意向調査

農地所有者に対して

①自ら耕作するか

②農地中間管理事業を利用するか

③誰かに貸し付けるか 等の意向を調査



６．平成2７年度最終段階における
農業者年金加入推進のお願い

１．加入推進の現状（11月末）

○４～１１月新規加入者数 41人(３ヵ年達成率81％)

○目標達成には４２人の確保が必要！

○戸別訪問等による加入推進の確実な実施を！

今年度加入申込分の基金受付期限は 28年３月16日(水) です

残り３ヶ月、最後の追い込みをお願いします

◇ 農業者年金加入目標・推進状況 ◇
(単位：人)

27年 残り確保数
市 町 名 ３ｶ年 2ｶ年 27年度 4～11月 ３ヵ年

目標 実績 目標 加入者数 達成率 自主目標含む

佐 賀 市 ３０ 25 ５ 14 130 (9) (9)
神 埼 市 ６ 2 ４ 0 33 ４ ４
吉野ヶ里町 ※ １ 2 ※１ 0 200 (1) ※１
鳥 栖 市 ２ 0 ２ 0 ０ ２ ２
基 山 町 １ 0 １ 0 ０ １ １
上 峰 町 １ 0 １ 0 ０ １ １
み や き 町 ※ ３ 3 ※1 1 133 (1) ※(0)
多 久 市 ５ 3 ２ 0 60 ２ ２
小 城 市 ※ ９ 9 ※1 0 100 (0) ※1
唐 津 市 ５８ 26 32 10 62 22 22
玄 海 町 ８ 6 2 1 88 1 1
伊 万 里 市 １９ 5 14 ０ 26 14 14
有 田 町 ２ 0 2 0 0 2 2
武 雄 市 ６ 2 4 ０ 33 4 4
大 町 町 １ 0 1 0 ０ 1 1
江 北 町 ※ ３ 7 ※1 3 333 (7) ※(2)
白 石 町 ２９ 22 7 11 114 (4) (4)
鹿 島 市 １３ 12 1 1 100 0 0
太 良 町 １０ 4 6 0 40 6 6
嬉 野 市 ９ 5 4 0 56 4 4
合 計 216 133 83 41 81% 42 51

※：自主目標設定市町



７．平成27年度全国農業新聞の普及推進

全国農業新聞の普及・拡大のため、「農業委員１人・１年・１部純増運
動」を展開いただいておりますが、本年度も残り僅か２ヶ月となりました。

１月の普及部数は3月対比で123部減の1,７１９部となり、

目標達成まで残り２８１部が必要です。

本年度も僅か２ヶ月

目標達成に向け、現時点の部数を確認し

「農業委員１人･１年･１部純増」の確実な推進を！！

◇ 平成27年度普及推進目標・普及状況 ◇ （単位：部）
現在

農業 26年度末 27年 目標達成
市町名 1月

委員数 実績 1２月 度目標 必要部数
申込 中止 部数

佐 賀 市 45 258 253 0 2 251 276 25

神 埼 市 37 99 95 ０ 2 93 116 23

吉野ヶ里町 21 69 61 0 0 61 79 18

鳥 栖 市 22 48 40 0 ０ 40 58 18

基 山 町 13 27 22 0 0 22 33 11

上 峰 町 10 23 19 0 0 19 27 8

み や き 町 24 55 35 0 0 35 66 31

多 久 市 16 68 68 0 0 68 75 7

小 城 市 27 115 108 0 1 107 127 20

唐 津 市 37 201 202 0 1 201 216 15

玄 海 町 13 55 53 0 0 53 61 8

伊 万 里 市 23 92 88 0 0 88 102 14

有 田 町 14 25 31 0 0 31 31 0

武 雄 市 37 113 107 0 3 104 130 26

大 町 町 10 31 27 ０ 1 26 35 9

江 北 町 １３ 79 73 0 0 73 85 12

白 石 町 37 89 78 0 0 78 106 28

鹿 島 市 20 73 72 1 0 73 82 9

太 良 町 14 40 36 0 0 36 46 10

嬉 野 市 26 84 65 8 0 73 95 22

農 業 会 議 － 198 190 ０ 3 187 198 -

合 計 459 1,842 1,723 9 13 1,719 2,000 281



８．常任会議員会議（Ｈ27年１１月～１２月）

１．議事
○農地法第４条第３項及び第５条第３項の規定による佐賀県知事等からの諮問案件に

ついて審議した結果、下記のとおり「許可相当」として意見答申することに決定し

ました。詳しくはホームページ(http://www.sanoukai.jp)をご覧ください。

<農地法関係処理状況>

会議名 開催日 区分 件数 面積(㎡)

第４条 21 21,424
第423回 11月30日

第５条 74 75,108

第４条 21 21,113
第424回 12月24日

第５条 73 107,665

２．その他
【11月】

・組織変更計画(案)について

【12月】

・組織変更計画に基づく規程等について

〈報告事項〉

（１）28年度農林水産予算について

（２）28年度産米生産数量目標等について

９．今後の行事予定

月 日 時間 場所 内容

13 14:00 武雄市 女性農業委員視察研修会

15 13:30 唐津市 東西松浦地区農業委員会職員研修会
１

28 13:30 ｸﾞﾗﾝﾃﾞはがくれ 第425回常任会議員会議

29 13:30 北方公民館ホール 第2回農業委員研修会

２ 29 13:30 ｸﾞﾗﾝﾃﾞはがくれ 第426回常任会議員会議

8 13:30 ｸﾞﾗﾝﾃﾞはがくれ 第87回農業会議通常総会

３ 9 未定 浅草公会堂 第12回女性農業委員活動推進ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ

28 13:30 ｸﾞﾗﾝﾃﾞはがくれ 第427回常任会議員会議・会長研修会


